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第４節　訴訟の停止及び終了
第304条【訴訟の停止】次の各号のときには、法院は訴訟手続きの停止を
決定する。
（１）当事者の一方が死亡し、その相続人が訴訟を受け継ぐか否かの
意思表示を待つとき
（２）当事者の一方が訴訟能力を喪失し、その法定代理人が確定して
いないとき
（３）当事者の一方である法人又は他の組織が消滅し、権利義務の承
継人が確定していないとき
（４）当事者の一方がやむを得ない事由により、訴訟に参加できない
とき
（５）他の事件の審理結果に基づかなければならず、その事件が審理
中のとき
（６）訴訟を中断すべきその他の事由があるとき
第305条【訴訟停止の効力】①緊急の場合を除いて、訴訟期間において、
法院及び当事者は本件と関連のある訴訟行為を行ってはならない。訴訟
の停止によってその他の期間が中断し、停止事由の消滅により、あらた
めて全期間が進行する。
②訴訟停止の原因が消滅したときは、訴訟手続きが再開する。訴訟が再
開したときから、全期間が進行する。
第306条【訴訟の終了】次の各号のときには、法院は訴訟の終了を決定す
る。
（575）
85（574）
（１）原告が死亡し、相続人を有せず、又は相続人が訴訟の権利を放
棄したとき
（２）被告が死亡し、遺産を有せず、又はその義務を負うべき者がな
いとき
（３）離婚事件の当事者の一方が死亡したとき
（４）扶養料もしくは養育費の請求、及び養子縁組解消の事件の当事
者が死亡したとき
（５）その他訴訟を終了すべき必要があるとき
第５節　裁判
第307条【判決】この法律の規定に符合せず却下と決定した場合を除い
て、法院は当事者の請求に対し、判決を出さなければならない。
第308条【欠席裁判】①当事者の一方が正当な理由がなく法廷弁論に欠席
した場合、他方の当事者の申立によって、法院はその弁論に従い、欠席
判決をすることができる。
②弁論に参加したことがあり、又は出頭していない当事者が答弁書若し
くは準備書面を提出している場合は、欠席判決をするときにこれを斟
酌してはならない。※我が国民事訴訟法第158条参照
③出頭しても弁論に参加せずまたは途中退廷した場合は、出頭しなかっ
たものとみなす。
第309条【欠席裁判が禁止される場合】次の各号のときには、欠席判決を
してはならない。
（１）適時且つ適切に当事者を呼び出さなかったとき
（２）当事者が正当な理由があって出頭しなかったとき
第310条【判決事項】①当事者が請求していない事項につき、法院は判決
することができない。
②訴訟費用及びその負担額について当事者が請求しなくても、法院はこ
れを判決するものとする。
第311条【判決作成の裁判官】①判決は事件の審理に参与する裁判官がこ
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れを作成し、他の裁判官はいかなる場合でも判決の内容を決定してはな
らない。
②裁判官が交替した場合、当事者は新たな弁論を請求することができ
る。
第312条【判決の言渡し】①判決は法定審理の終了日に言渡すことがで
き、日を改めて言渡すこともできる。重大な理由を有する場合を除い
て、法廷審理を終了した日から１ヶ月以内に判決を言い渡すものとす
る。
②法廷で判決を言い渡した場合、判決した日から10日以内に判決書を
送達するものとする。判決を言い渡す場合は、判決書を作成し、直ち
に送達するものとする。
第313条【判決言渡しの方式】①判決を言渡すときに、判決を読み上げな
ければならない。
②判決を言渡す場合において、適切と判断したときは、判決の理由また
はその主たる内容を読み上げることができる。
③判決を言渡す場合、裁判長は合議廷の他の構成員が欠席しているとき
にも言渡すことができる。
第314条【判決言渡しの効力】当事者が出頭したか否かに関わらず、判決
は言渡しの時から効力を生ずる。この法律に別段の定めがある場合を除
いて、法院は任意に判決を撤回し又は変更することはできない。
第315条【判決の内容】 ①判決は以下の各号に掲げる内容を記載しなけれ
ばならない。
（１）事件の由来、請求の内容、紛争事実及び理由
（２）判決が認定した事実
（３）判決の結果及び訴訟費用の負担
（４）裁判の理由
（５）上訴できると判決した場合の上訴期間及び上訴法院
②判決書は裁判官が署名した後、法院が捺印するものとする。
第316条【判決の更正】判決書に誤記がある場合は、法院は申立又はその
（573）
87（572）
職権に基づき更正を決定することができる。
第317条【補充判決】①法院の判決が当事者の請求又は訴訟費用を遺漏し
た場合、当事者の申立に基づき、補充判決を行うものとする。但し、当
事者が上訴したときはこの限りでない。
②遺漏部分の審理が完了したときは、法院が直ちに判決するものとす
る。審理が完了していないときは、法院が審理の期日を確定しなけれ
ばならない。
③補充判決の申立を却下するときは、その旨を決定しなければならな
い。当事者がこの決定に不服なときは上訴することができる。
第318条【効力の発生時期】①上訴できる判決は、当事者が上訴期間内に
法に基づき上訴せず又は上訴を取下げた場合は、上訴期間が満了したと
きから効力を生ずる。
②上訴できない判決は判決の言渡しの時から効力を生ずる。判決を言渡
さなかったときは、送達時に効力を生ずる。
③当事者は法院に判決が効力を生じたことの証明書の発行を請求するこ
とができる。法院は請求された日から３日以内にこれを発行しなけれ
ばならない。
第319条【既判力】①法律に定めがある場合を除いて、判決が効力を生じ
た後は、当事者が別訴訟で本案訴訟と矛盾することを主張してはなら
ず、法院もこの判決と矛盾する判決をしてはならない。
②相殺を主張している請求に対する裁判については、その主張する相殺
額を限度として、前項の効力を生ずる。
第320条【既判力の主観的範囲】効力を生ずる判決は以下の各号に掲げる
者に対して、効力を生ずる。
（１）当事者
（２）当事者の相続人
（３）当事者又はその相続人のため目的物を占有している者
（４）当事者が他人のため訴訟をしている場合のその他人
（５）公益訴訟、株主代表訴訟において訴訟に参加していない利害関
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係人
（６）対世判決中の客体たる全ての者
第321条 【矛盾する判決の効力】同一目的物について互に矛盾する効力を
生じた判決が存在する場合、先に効力を生じた判決が優先し、後の判決
は効力を生じない。
第322条【起訴後又は判決確定後に生じた損害】起訴後又は判決確定後に
生じた損害については、当事者は別の訴えを提起することができる。但
し、当事者が裁判中に主張しこれについて判決された場合はこの限りで
ない。
第323条【決定】①法院が事件を審理するときは、この法律に基づき判決
するほか、決定することができる。法院が決定を行うときは、その理由
を付さなければならない。
②この法律に別段の定めがある場合を除くほか、決定は開廷審理を経な
ければならない。
第324条【決定の告知】①決定は言渡すものとする。当事者が言渡しに代
えて送達に同意した場合はこの限りでない。
②決定は告知の時から、法院を拘束する。
第325条【その他の決定】法院が裁判外の他の決定又は命令をした場合
は、適法な送達又は法廷での言渡しを経て効力を生ずる。
第326条【異議の提起】①上訴できない決定、命令に対し、当事者が不服
なときは、３日以内に当該決定、命令に対し、法院に異議を提起するこ
とができる。
②異議は当該決定、命令の効力に影響しない。法院は３日以内に当事者
の異議に対し、書面を以て回答する。
③即時異議を提起しなければ異義を有しないものと見なされる決定、命
令に対しては、即時異義を提起しなければならない。法院は直ちに回
答し、且つこれを記録しなければならない。
（571）
89（570）
第22章　簡易手続き
第327条【簡易手続きの適用範囲】①法院は以下の事件を審理するときは
この章の規定を適用する。
（１）訴額が１万元以下の事件
（２）賃貸借契約の事件、旅館、交通運輸機関と旅客間の損害賠償事
件
②当事者が訴訟前又は事件の審理前に書面を以て簡易手続きの適用の取
決めを締結したときは、この章の規定を適用する。普通手続きを適用
すべき事件に法院が簡易手続きを適用した場合において、当事者が抗
弁せず又は応訴して答弁に参加したときは、簡易手続きの適用を取決
めたものとみなす。
第328条【簡易手続きを適用しない事件】以下の各号の事件については、
簡易手続きを適用しないものとする。
（１）差し戻された事件
（２）共同訴訟事件
（３）特別手続き、再審手続き、督促手続き、公示催告手続き及び破
産手続きを適用する事件
（４）その他簡易手続きに適さない事件
第329条【口頭起訴】①原告となる者が起訴状を作成することができず、
且つ他人に起訴状の作成を委託できない場合は、口頭で起訴することが
できる。
②原告となる者が口頭で起訴する場合は、書記官は当事者の基本状況、
連絡方法、請求の基礎となる事実及び理由について正確に記録し、且
つ関係証拠を登記する。書記官が上記記録及び登記の内容を原告の前
で読み上げ、原告となる者が誤りのないことを確認した後、当該書面
に署名し又は捺印するものとする。
第330条【送達起訴状】①法院は３日以内に起訴状の副本、口頭起訴記録
及び開廷通知書を被告に送達するものとする。
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②開廷通知書には簡易手続きの適用につき明記し、且つ当事者が持参す
べき証拠及び証人の出頭を明記しなければならない。
第331条【呼出】①原告が訴えを提起した後は、法院は伝言、電話、
ファックス、電子メールなどの簡易な方法を用いて、随時、当事者、証
人を呼び出すことができる。
②前項の方法で呼び出す場合は、前条の内容を当事者に通知するものと
する。
第332条【随時の出頭弁論】当事者双方が共に法院でその紛争の解決を求
めるときは、法院は直ちに開廷審理を行うものとする。
第333条【準備手続きの省略】①簡易手続きにおいては準備手続きを省略
することができる。
②法院が準備書面が必要であると判断し、又は当事者が準備手続きを行
うことに合意した場合、準備手続きの関係規定を適用する。
第334条【単独裁判官の審理】簡易手続きを適用する事件は、単独裁判官
がこれを審理するものとする。
第335条【１回審理制】簡易手続きを適用する民事事件は、１回の開廷で
審理終了させるものとする。法院が再び開廷し、審理する必要があると
判断したときは、この限りでない。
第336条【審理の期限】法院が簡易手続きを適用して審理する事件は、受
訴した日から３ヶ月以内にその審理を終了するものとする。期間の延長
が必要な場合には、法院長に報告し、その許可を経て、3ヶ月延長する
ことができる。
第337条【上訴】簡易手続きの事件については、二審制を行う。
第338条【休日簡易法廷】①基礎法院と中級法院は休日簡易法廷を設け、
休日・祝日に簡易事件を審理するものとする。
②休日簡易法廷はその法院の管轄に属する保全事件を審理することがで
きる。
第339条【第一審普通手続きの適用】 この章に別段の定めがある場合を除
くほか、法院が簡易手続きの事件を審理するときは、第一審の普通手続
（569）
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きの規定を準用する。
第23章　少額訴訟
第340条【少額訴訟の適用範囲】①訴額が2000元以下の金銭給付の訴え、
又その他の代替物、有価証券に関する訴えであるときは、この章に定め
る手続きを適用する。
②簡易手続きを適用する事件については、当事者は書面を以て少額訴訟
手続きの適用の取決めを締結することができる。
第341条【訴状の書式化】当事者が訴えを提起する場合は、書式化された
訴状に記入するものとする。記入に困難があるときは、法院が当事者の
口頭陳述に従って記入し、当事者は確認した後、これに署名又は捺印す
るものとする。
第342条【訴えの変更、追加及び反訴の提起】当事者が訴えの変更、追加
又は反訴を提起した場合は、当事者双方が少額訴訟手続きの継続に同意
し、且つ法院が、これが適切であると判断したときを除くほか、第14
条に定める範囲内でこれを行うものとする。
第343条【開廷期日】当事者が異議を提起した場合を除くほか、少額訴訟
手続きは正式な労働日以外の日に行うことができる。
第344条【調停前置主義】法院は少額訴訟事件を審理する前に必ず調停を
行うものとする。法院は調停案を提示し、和解を促すことができる。
第345条【一回審理】①少額訴訟は、特別の事情がある場合を除き、一回
の開廷審理で終了するものとする。
②少額訴訟は準備手続きを経ることなく、当事者が前項に定める審理期
日までに又は期日に事実の全てを主張し、証拠の全てを提出するもの
とする。ただし、法廷が引き続き審理すると判断したときは、この限
りでない。
第346条【証拠の不調査・不収集】証拠の調査と収集に費やす時間、費用
が当事者の請求に比し明らかに相当でない場合は、法院は証拠の調査と
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収集を行なわないことができる。
第347条【書面審理】①当事者双方の同意を得た場合、又は法院が適切で
あると判断した場合は、少額訴訟は書面審理で行うことができる。
②書面審理は電子メール、ファックスなどの方法を用いて行うことがで
きる。
第348条【審理期間】少額訴訟は１ヶ月内に審理を終了するものとする。
第349条【判決書】法院が書式化された判決書を使用する場合は、判決の
理由を記入しないことができる。ただし、当事者がその記入を請求した
ときは、この限りでない。
第350条【一審制】少額訴訟は一審制とする。
第351条【簡易手続き及び普通手続きの基準】法院が少額訴訟事件を審理
するときは、この章に定めがある場合を除くほか、簡易手続きの規定を
準用する。簡易手続きに定めがないときは、第一審の普通手続きの規定
を準用する。
第24章　第二審手続き
第352条【第二審へ上訴できる裁判】①法律に別段の定めがある場合を除
くほか、当事者が第一審判決を不服とするときは、上級の法院に上訴す
ることができる。
②訴訟費用の裁判については単独で訴えを提起することはできない。
③決定については、法律に別段の定めがある場合を除くほか、上級の法
院に上訴することができる。
第353条【上訴の利益】①当事者が上訴するときは、上訴の利益を有さな
ければならない。
②原審判決において上訴人に不利益がない場合は、二審法院はその上訴
を棄却することができる。
第354条【上訴期間】①判決につき当事者が上訴する場合は、判決書の送
達を受けた日から15日以内に提起するものとする。
（567）
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②決定につき当事者が上訴する場合は、決定書の送達を受けた日から
10日以内に提起するものとする。
第355条【上訴の方式】上訴は第一審法院に上訴状を提出して行うものと
する。直接第二審法院に上訴状を提出した場合、第二審法院は５日以内
に第一審法院に上訴状の謄本及び調書等の資料を送付なければならな
い。
第356条【上訴状】①上訴状には以下の各号の事項を記載しなければなら
ない。
（１）当事者、原審法院の名称、事件番号
（２）第一審判決に対し上訴する旨
（３）原審判決を変更又は取消す理由、事実の根拠及び証拠
②上訴状に不備がある場合は、法院は指定した期間内に当事者に補正を
命じ、当事者が期間内に補正しないときは、その上訴を却下しなけれ
ばならない。
第357条【上訴の取下げ】①法院が第二審判決を言渡すまでは、上訴人は
上訴を取下げることができる。
②上訴を取下げたときは、上訴期間であっても再び上訴することはでき
ない。
③上訴を取下げたときは、上訴人は上訴によって当事者双方が支出した
費用を負担しなければならない。
第358条【付帯上訴】①被上訴人が上訴を放棄し、又は上訴期間を経過し
たときでも付帯上訴を提起することができる。付帯上訴は法院に上訴状
を提出して行なう。
②付帯上訴が上訴の取下げ、又は上訴の却下によって効力を失う場合に
おいて、付帯上訴が上訴の要件を備えるときは、独立の上訴と看做
す。
第359条【付帯上訴期間】付帯上訴は答弁書の提出期間内に提起しなけれ
ばならない。
第360条【審理の方式】法院が二審事件を審理するときは、合議廷を組織
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し、これを審理する。調書を閲覧し、調査し、且つ当事者を尋問した
後、法院は裁判をすることができる。
第361条【審理の準備】①法院は上訴状を受理した日から５日以内にこれ
を被上訴人に送達するものとする。被上訴人は15日以内に答弁書を提
出し、法院は答弁書を受理してから５日以内にこれを上訴人に送達し、
且つ以上の書面を以て答弁書に意見の記入を命ずることができる。
②法院は第10章に定める準備手続きに従って審理前の準備を行うこと
ができる。
第362条【審理の範囲】第二審法院は上訴の関係事実及び適用法律につき
審理を行うものとする。
第363条【訴えの変更、追加及び反訴の禁止又は相殺の主張】①第二審手
続きにおいては訴えの変更、追加及び反訴の提起をすることができな
い。
②当事者は相手方の同意を得て、第二審手続きにおいて相殺を主張する
ことができる。
第364条【新たな主張及び証拠の提出禁止の原則とその例外】①当事者は
第二審の手続きにおいて新たな主張、証拠を提起することができない。
但し、以下の各号の場合はこの限りでない。
（１）当事者が原審法院の法律違反によって提起できなかった場合
（２）事実及び証拠が第一審法廷弁論の終了後に生じ又は発見された
場合
（３）法院の司法認知すべき事実である場合又は法院の職権に基づき
調査すべき証拠である場合
（４）訴えの変更、追加、反訴又は相殺によって主張すべき新たな事
実および証拠である場合
（５）当事者が故意又は重過失でない原因によって、原審で提出しな
かった主張、証拠である場合
（６）提出を許可しなければ明らかに公平を欠く場合
②当事者は前項各号の場合について釈明しなければならない。
（565）
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第365条【第二審の裁判】①第二審法院は上訴事件につき審理を経て、以
下の各号に従って判決する。
（１）原審判決が認定した事実が明白で、法律の適用が正確である場
合は、上訴棄却の判決を言渡し、原審判決を維持する。
（２）原審判決が認定した事実、法律の適用に誤りがある場合は、自
ら審理を行い、改めて判決する。
（３）原審判決が認定した事実が明白でなく又は著しく法定手続きに
違背し、第二審法院が再審理する必要があると判断した場合
は、原審判決を取消し、再審理するよう差し戻す。
②当事者は差戻審の判決、決定につき、上訴することができる。
第366条【決定に対する裁判】上訴法院が決定に対し上訴理由があると判
断した場合は、原審の決定を取消し又は変更する。必要がある場合を除
くほか、原審法院に再審理するよう差戻してはならない。
第367条【審理期間】①第二審法院は上訴した日から３ヶ月以内に審理を
終了しなければならない。特別な事情によって延長する必要がある場合
は、法院長の許可を得なければならない。
②法院が決定に対する上訴の事件を審理する場合は、第二審は上訴状を
受理した日から１ヶ月以内に終局の決定を行わなければならない。た
だし、情況が緊急で直ちに決定する必要があるときは、この限りでな
い。
